
令和８年度　生活環境部当初予算（一般会計）要求の概要

（単位：千円）

区　　　分 ８年度当初要求額 ７年度当初予算額 増 減 額 増減率

事 業 費 6,067,833 7,700,717 △ 1,632,884 △21.2% 

○　要求のポイント
　１　安心
　　【基本方針】

　２　元気

　　【基本方針】

（１）災害に強い県土づくりと危機管理の強化

令和８年度 生活環境部当初予算(一般会計）要求に対するご意見をお寄せください。

ｅ－ｍａｉｌ：a13000@pref.oita.lg.jp（生活環境部生活環境企画課）

○

誰もが安心して暮らすことができるよう、大規模災害への備えを進めるとともに、大分県版カーボンニュートラルの加速や、

循環型社会の構築、豊かな自然の保全と活用を図り、環境先進県おおいたの実現を目指します。また、ひきこもりや特殊詐欺防

止の対策、食の安全・安心の確保等に取り組みます。

（３）多様性を認め、互いに支えあう社会の構築

大規模災害に備えた孤立集落支援や水確保、応援受援体制の構築に取り組むとともに、大規模林野火災に対応できる消防力を強

化します。

インターネット上の人権侵害に対する啓発の強化や、ひきこもりの方の社会参加を後押しする支援に取り組みます。

（１）誰もが自分らしく、いきいきと活躍できる社会づくり

女性が輝き活躍できる社会づくりの推進に取り組みます。

女性活躍の更なる後押しに向け、女性が継続して働けるよう企業の職場環境づくりへの支援や次世代を担うこどもの意識醸成に

取り組みます。

（４）誰もが安全・安心に暮らせる社会づくりの推進

特殊詐欺被害対策のほか、食品取扱業者の衛生管理向上や動物愛護の推進、公衆衛生分野などの獣医師の確保に取り組みます。

（２）持続可能な環境づくりの推進

県民運動「グリーンアップおおいた」の展開や中小企業等の脱炭素化を推進するとともに、産業廃棄物の高度選別への支援や阿

蘇くじゅう国立公園の滞在型利用の促進に取り組みます。



令和８年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

（部局名：生活環境部） （単位：千円）

事 業 名
８年度

当初要求額
７年度

当初予算額
事 業 概 要 所 管 課

1 県庁防災体制強化事業 74,852 127,493

頻発・激甚化する豪雨災害等に対応するため、先端技術を活用した防災体制の充
実や関係機関と連携した防災訓練・研修等に取り組むほか、国の南海トラフ地震被
害想定の見直しを踏まえ、県の被害想定等を見直す。
　【特】生成ＡＩを活用した個人ごとの地震被害想定作成ツールの構築

防災対策企画課

2
次期被災者台帳システム整備
事業

42,000 0

災害発生時における早期の生活支援を後押しするため、被害認定調査をデジタル
化し、罹災証明書の受付から交付までの期間を短縮する。

防災対策企画課

3 防災航空隊機能強化事業 214,692 0

大規模林野火災等に備え、防災ヘリによる消防力の充実強化を図るため、気象条
件等の状況に応じた消火活動等に資する資機材を整備する。
　・消火タンク等の導入 消防保安室

4
ＡＩ等を活用した水道管路診
断事業

85,250 0

大規模災害に備えた水道管路の老朽化対策や耐震化促進のため、衛星データやＡ
Ｉ等を活用した水道管路の診断を行い、市町村における効率的な管路更新につなげ
る。 環境保全課

5
小規模集落等水源整備支援事
業

39,000 24,000

小規模集落等の水問題を解決するため、新たな水源確保等に取り組む市町村を支
援する。
　【特】災害時等における生活用水の確保に取り組む市町村への支援 環境保全課

6
グリーンアップおおいた推進
事業

39,837 24,679

「環境先進県おおいた」の実現を目指すため、本県の恵み豊かで美しく快適な環
境を守るとともに経済の発展も促す「グリーンアップおおいた」運動を県民総参加
で展開する。
　【特】公共交通機関の利用などの環境にやさしい移動に取り組む「スマートムー
        ブ」の推進

環境政策課

7
おおいたグリーン事業者認証
推進事業

65,173 38,520

県内事業者の事業活動における環境負荷を低減し、企業価値の向上を図るため、
脱炭素・脱プラスチックを目指す事業者を認証し、効果的な取組を支援する。
　【特】金融機関等と連携して中小企業の脱炭素を支援するコンソーシアムの設立
　【特】省ＣＯ２効果の高い設備等の導入支援

環境政策課

特

新

新



令和８年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

（部局名：生活環境部） （単位：千円）

事 業 名
８年度

当初要求額
７年度

当初予算額
事 業 概 要 所 管 課

8 循環社会構築加速化事業 99,547 70,940

循環経済の構築を目指し廃棄物の再資源化を促進するため、企業等が実施する再
資源化などの取組を支援する。
　【新】電動トラックの導入への支援
　【新】産業廃棄物の選別処理への支援
　【新】循環型社会を支える静脈産業の魅力発信

循環社会推進課

9 浄化槽適正維持管理推進事業 8,509 12,071

県民の生活環境の保全を図り、浄化槽の適正な維持管理を推進するため、法定検
査受検率向上に向けた浄化槽管理台帳の再整備を行う。

循環社会推進課

10
阿蘇くじゅう国立公園満喫プ
ロジェクト推進事業

26,132 12,770

優れた自然を保全するとともに、国内外の誘客促進による地域活性化を図るた
め、阿蘇くじゅう国立公園満喫プロジェクトを推進する。
　【特】阿蘇くじゅう国立公園改称４０周年等を契機とした滞在型利用の推進
　【特】「涼しいおおいた」の魅力発信の強化

自然保護推進室

11
祖母・傾・大崩ユネスコエコ
パーク推進事業

22,186 10,196

ユネスコエコパークに登録されている祖母・傾・大崩地域の環境保全及び自然と
共生した地域振興を図るため、宮崎県や関係市町と連携した魅力発信等を行う。
　【特】登録１０周年に向けた機運醸成キャンペーン等の支援
　【特】案内標識の設置支援

自然保護推進室

12 人権施策推進事業 22,653 14,309

社会の多様化・国際化の進展など情勢の変化に伴い発生する様々な人権問題を解
決し、人権を尊重する社会の確立を目指すため、人権尊重社会づくり推進条例に基
づく施策を総合的に推進する。
　【特】インターネット上の人権侵害に対する啓発等の強化

人権尊重・部落差別
解消推進課

13
青少年等自立支援対策推進事
業

77,795 54,116

ニートやひきこもり、就労等社会的自立に困難を抱える青少年等及びその家族を
支援するため、おおいた青少年総合相談所及びひきこもり地域支援センター等を運
営する。
　【特】市町村によるひきこもり実態把握調査に対する支援
　【特】段階的な社会参加を後押しするための社会的居場所づくり支援

生活環境企画課

14
特殊詐欺等被害防止対策推進
事業

17,426 9,497

特殊詐欺等の被害を防止するため、市町村と連携し録音機能付き固定電話等の導
入を支援する。
　【新】家庭用防犯カメラの導入への支援 県民生活・男女共同

参画課



令和８年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

（部局名：生活環境部） （単位：千円）

事 業 名
８年度

当初要求額
７年度

当初予算額
事 業 概 要 所 管 課

15 動物愛護協働推進事業 25,958 31,187

　動物愛護精神のかん養を図り、犬猫の殺処分を減少させるため、ボランティアと
連携した猫の不妊去勢手術等に取り組む。
　【新】クラウドファンディングを利用したボランティアへの支援 食品・生活衛生課

16
公衆衛生・産業動物関係獣医
師緊急確保対策事業

8,049 0

不足する本県の公衆衛生及び産業動物関係獣医師を確保するため、県内民間団体
と連携し、県公務員獣医師及び産業動物獣医師として新たに勤務する者に対する奨
学金の代理返還を支援する。 生活環境企画課

17 食の安全・安心推進事業 33,945 17,687

食の安全・安心を確保するため、事業者・消費者への食品事故防止の啓発や食品
を正しく選択し摂取できるよう情報周知や教育等を行うとともに、両者の相互理解
を図るため、リスクコミュニケーションを実施する。
　【特】小規模食品取扱事業者の衛生設備導入に対する支援

食品・生活衛生課

18
女性が輝くおおいたづくり推
進事業

54,118 53,002

女性が活躍でき、男女が共に働きやすい社会の実現を図るため、経済団体や市町
村等と連携し、「オールおおいた」で働く女性等のニーズに対応した支援を行うほ
か、企業、女性、家庭の意識改革を促すセミナー等を実施する。 県民生活・男女共同

参画課

※ 　　は「新規事業」、     は「おおいたビジョン加速枠事業」特新

特



令和８年度　当初予算（一般会計）要求における主な廃止事業

（部局名：生活環境部） （単位：千円）

所 管 課 事 業 名 廃 止 理 由
７年度

当初予算額

1 防災対策企画課 火山防災対策推進事業

・
・

平成２７年度から令和７年度までの事業として実施
事業効果等を検証し、県民の防災意識醸成を図るための「防災行動定着促進事業」
等に組み替えて要求 5,786

2 消防保安室 防災ヘリコプター更新事業

・
・

令和５～７年度までの３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

1,871,246

3 自然保護推進室 温泉台帳電子化事業

・
・

令和５～７年度までの３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

3,107


